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議案番号 件        名 頁 

   

議案第２８号 専決処分の承認を求めることについて １ 

議案第２９号 宮代町税条例の一部を改正する条例について ７ 

議案第３０号 宮代町職員の給与に関する条例の一部を改正する条例につい

て 

１１ 

議案第３１号 宮代町議会議員の議員報酬及び費用弁償等に関する条例の一

部を改正する条例について 

１３ 

議案第３２号 町長及び副町長の給与等に関する条例の一部を改正する条例

について 

１５ 

議案第３３号 教育委員会教育長の給与等に関する条例の一部を改正する条

例について 

１７ 

議案第３４号 宮代町国民健康保険税条例の一部を改正する条例について １９ 

議案第３５号 宮代町こども医療費支給に関する条例の一部を改正する条例

について 

２２ 

議案第３６号 宮代町ひとり親家庭等の医療費の支給に関する条例の一部を

改正する条例について 

２４ 

議案第３７号 宮代町重度心身障害者医療費支給に関する条例の一部を改正

する条例について 

２６ 

議案第３８号 宮代町ホームヘルプサービス手数料条例の一部を改正する条

例について 

２８ 

議案第３９号 宮代町介護保険事業運営協議会条例の一部を改正する条例に

ついて 

３０ 

議案第４０号 人権擁護委員の候補者の推薦につき意見を求めることについ

て 

３２ 

議案第４１号 町道路線の認定について ３３ 

議案第４２号 町道路線の廃止について ３４ 

議案第４３号 平成２１年度宮代町一般会計補正予算（第１号）について ３５ 

議案第４４号 平成２１年度宮代町介護保険特別会計補正予算（第１号）に

ついて 

３６ 
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議案第２８号 

専決処分の承認を求めることについて 

宮代町税条例等の一部を改正する条例について、別紙のとおり専決処分

したので、その承認を求める。 

平成２１年 ５ 月２８日提出 

宮代町長 榊 原 一 雄 

 

 

提 案 理 由 

地方税法等の一部を改正する法律が平成２１年３月３１日に公布されたことに伴

い、緊急に宮代町税条例等を改正する必要が生じたことから、同日に宮代町税条例

等の一部を改正する条例を専決処分したので、地方自治法第１７９条第３項の規定

により、この案を提出するものである。 
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専  決  処  分  書 

 

次の事項について、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の

規定により、専決処分する。 

 

   宮代町税条例等の一部を改正する条例（別紙） 

 

平成２１年 ３ 月３１日 

 

宮代町長  榊 原 一 雄 
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宮代町税条例等の一部を改正する条例 

（宮代町税条例の一部改正） 

第１条 宮代町税条例（昭和３１年宮代町条例第４号）の一部を次のように改正す

る。 

第３６条の２第４項中「第５号の５様式」の次に「、第５号の５の２様式」を

加える。 

第３８条第１項中「若しくは第２項」を削る。 

第４７条の２第２項を削り、同条第３項中「第１項の特別徴収対象年金所得

者」を「前項の特別徴収対象年金所得者」に改め、同項を同条第２項とする。 

第４７条の３中「（同条第２項の規定により給与所得及び公的年金等に係る所

得以外の所得に係る所得割額を特別徴収の方法によって徴収する場合にあっては、

当該所得割額を加算した額とする。以下この節において同じ。）」を削る。 

第４７条の５第１項中「（同条第２項の規定により当該年金所得に係る特別徴

収税額に加算した所得割額がある場合にあっては、当該所得割額を控除した

額）」を削り、同条第２項中「及び同条第２項」を削り、「同条第３項」を「同条

第２項」に改め、同条第３項中「「（同条第２項の規定により給与所得及び公的年

金等に係る所得以外の所得に係る所得割額を特別徴収の方法によって徴収する場

合にあっては、当該所得割額を加算した額とする。以下この節において同じ。）」

とあるのは「（同項に規定する年金所得に係る仮特別徴収税額をいう。以下同

じ。）」」を「「前条第１項」とあるのは「第４７条の５第１項」」に改める。 

第５４条第７項中「施行規則第１０条の２の９」を「施行規則第１０条の２の

１０」に改める。 

第５６条中「第９号」の次に「、第９号の２」を加え、「公益社団法人若しく

は公益財団法人、公的医療機関の開設者若しくは令第４９条の１０に規定する医

療法人」を「医療法（昭和２３年法律第２０５号）第３１条の公的医療機関の開

設者、令第４９条の１０第１項に規定する医療法人、公益社団法人若しくは公益

財団法人、一般社団法人（非営利型法人（法人税法第２条第９号の２に規定する

非営利型法人をいう。以下この条において同じ。）に該当するものに限る。）若し

くは一般財団法人（非営利型法人に該当するものに限る。）、社会福祉法人、独立

行政法人労働者健康福祉機構、健康保険組合若しくは健康保険組合連合会若しく

は国家公務員共済組合若しくは国家公務員共済組合連合会」に改める。 

第５８条の次に次の１条を加える。 

第５８条の２ 法第３４８条第２項第１１号の５の固定資産について同項本文の

規定の適用を受けようとする者は、土地については第１号に、家屋については

第２号及び第３号に、償却資産については第４号及び第５号に掲げる事項を記

載した申告書を町長に提出しなければならない。この場合において、当該固定

資産が社会医療法人の所有に属しないものである場合においては、当該固定資

産を社会医療法人に無料で使用させていることを証明する書面を添付しなけれ

ばならない。 
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（１）土地の所在、地番、地目及び地積並びにその用途 

（２）家屋の所在、家屋番号、種類、構造及び床面積並びにその用途 

（３）直接救急医療等確保事業に係る業務の用に供し始めた時期 

（４）償却資産の所在、種類及び数量並びにその用途 

（５）直接救急医療等確保事業に係る業務の用に供し始めた時期 

第５９条中「、第１１号の４」を「から第１１号の５まで」に改める。 

第９３条第２項中「民法」の次に「（明治２９年法律第８９号）」を加える。 

附則第８条第２項中「前条第１項」を「前条」に改める。 

附則第１０条中「、第１５条の３又は第３９条第５項」を「又は第１５条の

３」に、「、第１５条の３若しくは第３９条第５項」を「若しくは第１５条の

３」に改める。 

附則第１０条の２第３項中「同法第４１条第１項の規定による地方公共団体

の」を「令附則第１２条第２１項第２号に規定する」に改め、同条第６項中「施

行規則附則第７条第７項各号」を「施行規則附則第７条第８項各号」に改め、同

条第７項中「施行規則附則第７条第８項各号」を「施行規則附則第７条第９項各

号」に改める。 

附則第１０条の３を削る。 

附則第１１条の見出し中「平成１８年度から平成２０年度まで」を「平成２１

年度から平成２３年度まで」に改める。 

附則第１１条の２の見出しを「（平成２２年度又は平成２３年度における土地

の価格の特例）」に改め、同条第１項中「平成１９年度分」を「平成２２年度

分」に、「平成２０年度分」を「平成２３年度分」に改め、同条第２項中「平成

１９年度適用土地」を「平成２２年度適用土地」に、「平成１９年度類似適用土

地」を「平成２２年度類似適用土地」に、「平成２０年度分」を「平成２３年度

分」に改める。 

附則第１１条の３を削る。 

附則第１２条（見出しを含む。）中「平成１８年度から平成２０年度まで」を

「平成２１年度から平成２３年度まで」に改める。 

附則第１２条の２を次のように改める。 

第１２条の２ 地方税法等の一部を改正する法律（平成２１年法律第９号）附則

第９条第１項の規定に基づき、平成２１年度から平成２３年度までの各年度分

の固定資産税については、法附則第１８条の３の規定を適用しないこととする。 

附則第１２条の３を削る。 

附則第１３条（見出しを含む。）中「平成１８年度から平成２０年度まで」を

「平成２１年度から平成２３年度まで」に改める。 

附則第１３条の３を削る。 

附則第１５条の２第１項中「平成１８年度から平成２０年度まで」を「平成２

１年度から平成２３年度まで」に改め、同条第２項中「平成２１年３月３１日」

を「平成２４年３月３１日」に改める。 
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附則第１６条の４第３項第２号中「第３４条の７第１項前段」を「第３４条の

７第１項中「山林所得金額」とあるのは「山林所得金額並びに附則第１６条の４

第１項に規定する土地等に係る事業所得等の金額」と、同項前段」に改める。 

附則第１７条第３項第２号中「第３４条の７第１項前段」を「第３４条の７第

１項中「山林所得金額」とあるのは「山林所得金額並びに附則第１７条第１項に

規定する長期譲渡所得の金額」と、同項前段」に改める。 

附則第１７条の２第１項及び第２項中「平成２１年度」を「平成２６年度」に

改める。 

附則第１８条第５項第２号中「第３４条の７第１項前段」を「第３４条の７第

１項中「山林所得金額」とあるのは「山林所得金額並びに附則第１８条第１項に

規定する短期譲渡所得の金額」と、同項前段」に改める。 

附則第１９条第２項第２号中「第３４条の７第１項前段」を「第３４条の７第

１項中「山林所得金額」とあるのは「山林所得金額並びに附則第１９条第１項に

規定する株式等に係る譲渡所得等の金額」と、同項前段」に改める。 

附則第２０条の２第２項第２号中「第３４条の７第１項前段」を「第３４条の

７第１項中「山林所得金額」とあるのは「山林所得金額並びに附則第２０条の２

第１項に規定する先物取引に係る雑所得等の金額」と、同項前段」に改める。 

附則第２０条の４第２項第２号中「第３４条の７第１項前段」を「第３４条の

７第１項中「山林所得金額」とあるのは「山林所得金額並びに附則第２０条の４

第１項に規定する条約適用利子等の額」と、同項前段」に改め、同条第５項第２

号中「第３４条の７第１項前段」を「第３４条の７第１項中「山林所得金額」と

あるのは「山林所得金額並びに附則第２０条の４第３項に規定する条約適用配当

等の額」と、同項前段」に改める。 

（宮代町税条例の一部を改正する条例の一部改正） 

第２条 宮代町税条例の一部を改正する条例（平成２０年宮代町条例第１３号）の

一部を次のように改正する。 

附則第１条第１号中「次条第２０項及び第２１項」を「次条第１８項及び第１

９項」に改め、同条第３号中「第１４項」を「第１２項」に改め、同条第４号中

「次条第１５項から第１９項まで」を「次条第１３項から第１７項まで」に改め

る。 

附則第２条第７項中「平成２２年１２月３１日」を「平成２３年１２月３１

日」に、「次の各号に掲げる場合の区分に応じ当該各号に定める金額」を「当該

上場株式等に係る課税配当所得の金額の１００分の１.８」に改め、同項各号を

削り、同条第１０項中「（次項及び第１３項において「源泉徴収選択口座内配当

等」という。）」を削り、同条中第１１項を削り、第１２項を第１１項とし、第１

３項を削り、第１４項を第１２項とし、第１５項を第１３項とし、同条第１６項

中「平成２２年１２月３１日」を「平成２３年１２月３１日」に、「平成２０年

改正令附則第７条第１１項」を「地方税法施行令及び国有資産等所在市町村交付

金法施行令の一部を改正する政令（平成２０年政令第１５２号）附則第７条第１
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０項」に、「次の各号に掲げる場合の区分に応じ当該各号に定める金額」を「上

場株式等に係る課税譲渡所得等の金額（上場株式等に係る譲渡所得等の金額（次

項の規定により読み替えて適用される新条例附則第１９条第２項の規定により読

み替えて適用される新条例第３４条の２の規定の適用がある場合には、その適用

後の金額）をいう。）の１００分の１.８」に改め、同項各号を削り、同項を同条

第１４項とし、同条第１７項中「附則第２条第１６項」を「附則第２条第１４

項」に改め、同項を同条第１５項とし、同条第１８項中「第１６項」を「第１４

項」に改め、同項を同条第１６項とし、同条第１９項中「第１６項」を「第１４

項」に改め、同項を同条第１７項とし、同条第２０項を同条第１８項とし、同条

第２１項中「平成２２年１２月３１日」を「平成２３年１２月３１日」に改め、

同項を同条第１９項とする。 

附 則 

（施行期日） 

第１条 この条例は、平成２１年４月１日から施行する。 

（固定資産税に関する経過措置） 

第２条 別段の定めがあるものを除き、第１条の規定による改正後の宮代町税条例

（以下「新条例」という。）の規定中固定資産税に関する部分は、平成２１年度

以後の年度分の固定資産税について適用し、平成２０年度分までの固定資産税に

ついては、なお従前の例による。 

２ 新条例附則第１０条の２第３項の規定は、平成２１年４月１日（以下この項に

おいて「施行日」という。）以後に新築された同項に規定する貸家住宅に対して

課すべき平成２２年度以後の年度分の固定資産税について適用し、施行日前に新

築された第１条の規定による改正前の宮代町税条例附則第１０条の２第３項に規

定する貸家住宅に対して課する固定資産税については、なお従前の例による。 
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議案第２９号 

宮代町税条例の一部を改正する条例について 

宮代町税条例の一部を改正する条例を別紙のとおり提出する。 

平成２１年 ５ 月２８日提出 

宮代町長 榊 原 一 雄 

 

 

提 案 理 由 

地方税法等の一部を改正する法律等が平成２１年３月３１日に公布されたことに

伴い、宮代町税条例の一部を改正する必要が生じたため、地方自治法第９６条第１

項第１号の規定により、この案を提出するものである。 
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宮代町税条例の一部を改正する条例 

宮代町税条例（昭和３１年宮代町条例第４号）の一部を次のように改正する。 

附則第７条の３の見出しを削り、同条の前に見出しとして「（個人の町民税の住

宅借入金等特別税額控除）」を付し、同条第１項中「居住年」の次に「（次条におい

て「居住年」という。）」を加え、同条第３項中「町民税の納税通知書が送達された

後に町民税住宅借入金等特別税額控除申告書が提出された場合において、当該納税

通知書が送達される時までに町民税住宅借入金等特別税額控除申告書が提出されな

かったことについて、町長においてやむを得ない理由があると認めるとき又は」を

削り、同条の次に次の１条を加える。 

第７条の３の２ 平成２２年度から平成３５年度までの各年度分の個人の町民税に

限り、所得割の納税義務者が前年分の所得税につき租税特別措置法第４１条又は

第４１条の２の２の規定の適用を受けた場合（居住年が平成１１年から平成１８

年まで又は平成２１年から平成２５年までの各年である場合に限る。）において、

前条第１項の規定の適用を受けないときは、法附則第５条の４の２第５項に規定

するところにより控除すべき額を、当該納税義務者の第３４条の３及び第３４条

の６の規定を適用した場合の所得割の額から控除する。 

２ 前項の規定は、次に掲げる場合に限り適用する。 

（１）前項の規定の適用を受けようとする年度分の第３６条の２第１項の規定によ

る申告書（その提出期限後において町民税の納税通知書が送達される時までに

提出されたもの及びその時までに提出された第３６条の３第１項の確定申告書

を含む。）に租税特別措置法第４１条第１項に規定する住宅借入金等特別税額

控除額の控除に関する事項の記載がある場合（これらの申告書にその記載がな

いことについてやむを得ない理由があると町長が認める場合を含む。） 

（２）前号に掲げる場合のほか、前項の規定の適用を受けようとする年度の初日の

属する年の１月１日現在において法第３１７条の６第１項の規定によって給与

支払報告書を提出する義務がある者から給与の支払を受けている者であって、

前年中において給与所得以外の所得を有しなかったものが、前年分の所得税に

つき租税特別措置法第４１条の２の２の規定の適用を受けている場合 

３ 第１項の規定の適用がある場合における第３４条の８及び第３４条の９第１項

の規定の適用については、第３４条の８中「前２条」とあるのは「前２条並びに

附則第７条の３の２第１項」と、第３４条の９第１項中「前３条」とあるのは

「前３条並びに附則第７条の３の２第１項」とする。 

附則第８条第２項中「附則第７条の３第１項」の次に「、附則第７条の３の２第

１項」を加える。 

附則第１０条の２第７項中「施行規則附則第７条第９項各号」を「施行規則附則

第７条第１０項各号」に改め、同項を同条第８項とし、同条第６項中「施行規則附

則第７条第８項各号」を「施行規則附則第７条第９項各号」に改め、同項を同条第

７項とし、同条第２項から第５項までを１項ずつ繰り下げ、同条第１項の次に次の

１項を加える。 



 ９  

２ 法附則第１５条の７第１項又は第２項の住宅について、これらの規定の適用を

受けようとする者は、当該年度の初日の属する年の１月３１日までに次に掲げる

事項を記載した申告書に施行規則附則第７条第２項に規定する書類を添付して町

長に提出しなければならない。 

（１）納税義務者の住所及び氏名又は名称 

（２）家屋の所在、家屋番号、種類、構造及び床面積 

（３）家屋の建築年月日、登記年月日及び当該家屋を居住の用に供した年月日 

（４）当該年度の初日の属する年の１月３１日を経過した後に申告書を提出する場

合には、同日までに提出することができなかった理由 

附則第１６条の３第３項第２号中「、附則第７条の３第１項」の次に「、附則第

７条の３の２第１項」を加え、「第３４条の７第１項前段」を「第３４条の７第１

項中「山林所得金額」とあるのは「山林所得金額並びに附則第１６条の３第１項に

規定する上場株式等に係る配当所得の金額」と、同項前段」に、「及び附則第７条

の３第１項」を「、附則第７条の３第１項及び附則第７条の３の２第１項」に改め

る。 

附則第１６条の４第３項第２号中「、附則第７条の３第１項」の次に「、附則第

７条の３の２第１項」を加え、「及び附則第７条の３第１項」を「、附則第７条の

３第１項及び附則第７条の３の２第１項」に改める。 

附則第１７条第１項中「第３５条第１項」の次に「、第３５条の２第１項」を加

え、同条第３項第２号中「、附則第７条の３第１項」の次に「、附則第７条の３の

２第１項」を加え、「及び附則第７条の３第１項」を「、附則第７条の３第１項及

び附則第７条の３の２第１項」に改める。 

附則第１７条の２第３項中「第３５条」を「第３５条の２」に、「第３７条の９

の４」を「第３７条の９の５」に改める。 

附則第１８条第５項第２号中「、附則第７条の３第１項」の次に「、附則第７条

の３の２第１項」を加え、「及び附則第７条の３第１項」を「、附則第７条の３第

１項及び附則第７条の３の２第１項」に改める。 

附則第１９条第２項第２号中「、附則第７条の３第１項」の次に「、附則第７条

の３の２第１項」を加え、「及び附則第７条の３第１項」を「、附則第７条の３第

１項及び附則第７条の３の２第１項」に改める。 

附則第１９条の２の見出し中「特定管理株式」を「特定管理株式等」に改め、同

条第１項中「「特定管理株式」という。）」の次に「又は同条第１項に規定する特定

保有株式（以下この条において「特定保有株式」という。）」を、「当該特定管理株

式」の次に「又は特定保有株式」を加える。 

附則第２０条第２項及び第６項中「第３７条の１２の２第５項」を「第３７条の

１２の２第１１項」に改める。 

附則第２０条の２第１項中「事業所得又は」を「事業所得、譲渡所得又は」に、

「事業所得及び」を「事業所得、譲渡所得及び」に、「金額及び」を「金額、譲渡

所得の金額及び」に改め、同条第２項第２号中「、附則第７条の３第１項」の次に



 １０  

「、附則第７条の３の２第１項」を加え、「及び附則第７条の３第１項」を「、附

則第７条の３第１項及び附則第７条の３の２第１項」に改める。 

附則第２０条の４第２項第２号中「、附則第７条の３第１項」の次に「、附則第

７条の３の２第１項」を加え、「及び附則第７条の３第１項」を「、附則第７条の

３第１項及び附則第７条の３の２第１項」に改め、同条第５項第２号中「、附則第

７条の３第１項」の次に「、附則第７条の３の２第１項」を加え、「及び附則第７

条の３第１項」を「、附則第７条の３第１項及び附則第７条の３の２第１項」に改

める。 

附 則 

（施行期日） 

第１条 この条例は、平成２１年６月４日から施行する。ただし、次の各号に掲げ

る規定は、当該各号に定める日から施行する。 

（１）附則第７条の３の見出しを削る改正規定、同条の前に見出しを付する改正規

定、同条第１項の改正規定、同条の次に１条を加える改正規定、附則第８条第

２項の改正規定（「前条第１項」を「前条」に改める部分を除く。）、附則第１

６条の３第３項第２号の改正規定、附則第１６条の４第３項第２号の改正規定、

附則第１７条第３項第２号の改正規定、附則第１８条第５項第２号の改正規定、

附則第１９条第２項第２号の改正規定、附則第１９条の２及び第２０条の改正

規定、附則第２０条の２第２項第２号の改正規定、附則第２０条の４第２項第

２号の改正規定並びに同条第５項第２号の改正規定 平成２２年１月１日 

（２）附則第７条の３第３項、第１７条第１項及び第１７条の２第３項の改正規定

並びに次条の規定 平成２２年４月１日 

（３）附則第２０条の２第１項の改正規定 平成２３年１月１日 

（町民税に関する経過措置） 

第２条 改正後の宮代町税条例（以下「新条例」という。）附則第７条の３第３項

の規定は、平成２２年度以後の年度分の個人の町民税について適用し、平成２１

年度分までの個人の町民税に係る同項に規定する宮代町民税住宅借入金等特別税

額控除申告書の提出については、なお従前の例による。 

（固定資産税に関する経過措置） 

第３条 新条例附則第１０条の２第２項の規定は、平成２１年６月４日以後に新築

された同項に規定する住宅に対して課すべき平成２２年度以後の年度分の固定資

産税について適用する。 



 １１  

議案第３０号 

宮代町職員の給与に関する条例の一部を改正する条例について 

宮代町職員の給与に関する条例の一部を改正する条例を別紙のとおり提出する。 

平成２１年 ５ 月２８日提出 

宮代町長 榊 原 一 雄 

 

 

提 案 理 由 

臨時の人事院勧告に基づく国家公務員の平成２１年６月期に支給する期末手当及

び勤勉手当における特例措置の実施に準じ、町職員の期末手当及び勤勉手当の支給

割合の改定を行うため、宮代町職員の給与に関する条例の一部を改正したいので、

地方自治法第９６条第１項第１号の規定により、この案を提出するものである。 

 



 １２  

宮代町職員の給与に関する条例の一部を改正する条例 

 宮代町職員の給与に関する条例（昭和３０年宮代町条例第６号）の一部を次のよ

うに改正する。 

 附則に次の１項を加える。 

３ 平成２１年６月に支給する期末手当及び勤勉手当に関する第１７条第２項及び

第３項並びに第１８条の３第２項の規定の適用については、第１７条第２項中

「１００分の１４０」とあるのは「１００分の１２５」と、同条第３項中「「１

００分の１４０」とあるのは「１００分の７５」」とあるのは「「１００分の１２

５」とあるのは「１００分の７０」」と、第１８条の３第２項第１号中「１００

分の７５」とあるのは「１００分の７０」と、同項第２号中「１００分の３５」

とあるのは「１００分の３０」とする。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

 



 １３  

議案第３１号 

宮代町議会議員の議員報酬及び費用弁償等に関する条例の一部を改正する

条例について 

宮代町議会議員の議員報酬及び費用弁償等に関する条例の一部を改正する条例を

別紙のとおり提出する。 

平成２１年 ５ 月２８日提出 

宮代町長 榊 原 一 雄 

 

 

提 案 理 由 

臨時の人事院勧告に基づく国家公務員及び町職員の平成２１年６月期に支給する

期末手当及び勤勉手当における特例措置の実施に準じ、議会議員の期末手当の支給

割合の改定を行うため、宮代町議会議員の議員報酬及び費用弁償等に関する条例の

一部を改正したいので、地方自治法第９６条第１項第１号の規定により、この案を

提出するものである。 

 

 



 １４  

宮代町議会議員の議員報酬及び費用弁償等に関する条例の一部を改正する条 

例 

宮代町議会議員の議員報酬及び費用弁償等に関する条例（昭和３４年宮代町条例

第６号）の一部を次のように改正する。 

附則に次の１項を加える。 

３ 平成２１年６月に支給する期末手当に関する第５条第２項の規定の適用につい

ては、同項中「１００分の２１５」とあるのは「１００分の１９５」とする。 

附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 



 １５  

議案第３２号 

町長及び副町長の給与等に関する条例の一部を改正する条例について 

町長及び副町長の給与等に関する条例の一部を改正する条例を別紙のとおり提出

する。 

平成２１年 ５ 月２８日提出 

宮代町長 榊 原 一 雄 

 

 

提 案 理 由 

臨時の人事院勧告に基づく国家公務員及び町職員の平成２１年６月期に支給する

期末手当及び勤勉手当における特例措置の実施に準じ、町長及び副町長の期末手当

の支給割合の改定を行うため、町長及び副町長の給与等に関する条例の一部を改正

したいので、地方自治法第９６条第１項第１号の規定により、この案を提出するも

のである。 



 １６  

町長及び副町長の給与等に関する条例の一部を改正する条例 

町長及び副町長の給与等に関する条例（昭和４４年宮代町条例第７号）の一部を

次のように改正する。 

附則に次の１項を加える。 

４ 平成２１年６月に支給する期末手当に関する第６条第２項の規定の適用につい

ては、同項中「１００分の２１５」とあるのは「１００分の１９５」とする。 

附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 

 



 １７  

議案第３３号 

教育委員会教育長の給与等に関する条例の一部を改正する条例について 

教育委員会教育長の給与等に関する条例の一部を改正する条例を別紙のとおり提

出する。 

平成２１年 ５ 月２８日提出 

宮代町長 榊 原 一 雄 

 

 

提 案 理 由 

臨時の人事院勧告に基づく国家公務員及び町職員の平成２１年６月期に支給する

期末手当及び勤勉手当における特例措置の実施に準じ、教育長の期末手当の支給割

合の改定を行うため、教育委員会教育長の給与等に関する条例の一部を改正したい

ので、地方自治法第９６条第１項第１号の規定により、この案を提出するものであ

る。 

 



 １８  

教育委員会教育長の給与等に関する条例の一部を改正する条例 

教育委員会教育長の給与等に関する条例（昭和４４年宮代町条例第８号）の一部

を次のように改正する。 

附則に次の１項を加える。 

４ 平成２１年６月に支給する期末手当に関する第６条第２項の規定の適用につい

ては、同項中「１００分の２１５」とあるのは「１００分の１９５」とする。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 



 １９  

議案第３４号 

宮代町国民健康保険税条例の一部を改正する条例について 

宮代町国民健康保険税条例の一部を改正する条例を別紙のとおり提出する。 

平成２１年 ５ 月２８日提出 

宮代町長 榊 原 一 雄 

 

 

提 案 理 由 

平成２０年４月３０日に公布された地方税法等の一部を改正する法律、及び、平

成２１年３月３１日に公布された地方税法等の一部を改正する法律に基づき、宮代

町国民健康保険税条例の一部を改正する必要が生じたため、地方自治法第９６条第

１項第１号の規定により、この案を提出するものである。 



 ２０  

宮代町国民健康保険税条例の一部を改正する条例 

宮代町国民健康保険税条例（昭和３０年宮代町条例第２２号）の一部を次のよう

に改正する。 

附則第１２項を附則第１４項とし、附則第９項から附則第１１項までを２項ずつ

繰下げる。 

附則第８項中「事業所得」の次に「、譲渡所得」を加え､同項を附則第１０項と

する。 

附則第７項中「法附則第３５条の３第１３項」を「法附則第３５条の３第１１

項」に、「第５項」を「附則第６項」に改め、同項を附則第９項とする。 

附則第６項の見出しを削り、同項中「前項」を「附則第６項」に改め、同項を附

則第８項とする。 

附則第５項を附則第６項とし、同項の次に次の１項を加える。 

（上場株式等に係る譲渡損失の損益通算及び繰越控除に係る国民健康保険税の課

税の特例） 

７ 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者若しくは特定同一世帯所

属者が法附則第３５条の２の６第１１項又は第１５項の規定の適用を受ける場合

における附則第３項の規定の適用については、同項中「上場株式等に係る配当所

得の金額」とあるのは「上場株式等に係る配当所得の金額（法附則第３５条の２

の６第１１項又は第１５項の規定の適用がある場合には、その適用後の金額)｣と

する。 

附則第４項中「短期譲渡所得の金額」と」の次に「、「、第３５条の２第１項又

は第３６条」とあるのは「又は第３６条」と」を加え、同項を附則第５項とする。 

附則第３項中「第３５条第１項」の次に「、第３５条の２第１項」を加え、同項

を附則第４項とする。 

附則第２項の次に次の１項を加える。 

（上場株式等に係る配当所得に係る国民健康保険税の課税の特例） 

３ 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者若しくは特定同一世帯所

属者が法附則第３３条の２第５項の配当所得を有する場合における第３条、第６

条、第８条及び第２３条の規定の適用については、第３条第１項中「及び山林所

得金額」とあるのは「及び山林所得金額並びに法附則第３３条の２第５項に規定

する上場株式等に係る配当所得の金額」と、「同条第２項」とあるのは「法第３

１４条の２第２項」と、同条第２項中「又は山林所得金額」とあるのは「若しく

は山林所得金額又は法附則第３３条の２第５項に規定する上場株式等に係る配当

所得の金額」と、第２３条中「及び山林所得金額」とあるのは「及び山林所得金

額並びに法附則第３３条の２第５項に規定する上場株式等に係る配当所得の金

額」とする。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成２２年１月１日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規



 ２１  

定は、当該各号に定める日から施行する。 

（１）附則第３項の改正規定（「第３５条第１項」の次に「、第３５条の２第１

項」を加える部分に限る。）及び附則第４項の改正規定（「、「、第３５条の２

第１項又は第３６条」とあるのは「又は第３６条」と」を加える部分に限

る。） 平成２２年４月１日 

（２）附則第８項の改正規定（「事業所得」の次に「、譲渡所得」を加える部分に

限る。） 平成２３年１月１日 

（宮代町国民健康保険税条例の一部を改正する条例の一部改正） 

２ 宮代町国民健康保険税条例の一部を改正する条例（平成２０年宮代町条例第１

４号）の一部を次のように改正する。 

 附則第６項を改める改正規定中「第６項」を「第８項」に改める。 

 

 



 ２２  

議案第３５号 

宮代町こども医療費支給に関する条例の一部を改正する条例について 

宮代町こども医療費支給に関する条例の一部を改正する条例を別紙のとおり提出

する。 

平成２１年 ５ 月２８日提出 

宮代町長 榊 原 一 雄 

 

 

提 案 理 由  

児童福祉法の改正等に伴い、宮代町こども医療費支給に関する条例の一部を改正

したいので、地方自治法第９６条第１項第１号の規定により、この案を提出するも

のである。 

 



 ２３  

   宮代町こども医療費支給に関する条例の一部を改正する条例 

 宮代町こども医療費支給に関する条例（昭和４８年宮代町条例第１４号）の一部

を次のように改正する。 

 第３条第２号を次のように改める。 

（２）児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第６条の２第８項に規定する小規

模住居型児童養育事業を行う者又は同法第６条の３に規定する里親に委託され

ている者 

   附 則 

この条例は、公布の日から施行し、改正後の宮代町こども医療費支給に関する条

例の規定は、平成２１年４月１日から適用する。 

 

 



 ２４  

議案第３６号 

宮代町ひとり親家庭等の医療費の支給に関する条例の一部を改正する条例に

ついて 

宮代町ひとり親家庭等の医療費の支給に関する条例の一部を改正する条例を別紙

のとおり提出する。 

平成２１年 ５ 月２８日提出 

宮代町長 榊 原 一 雄 

 

 

提 案 理 由  

児童福祉法の改正に伴い、宮代町ひとり親家庭等の医療費の支給に関する条例の

一部を改正したいので、地方自治法第９６条第１項第１号の規定により、この案を

提出するものである。 

 

 



 ２５  

   宮代町ひとり親家庭等の医療費の支給に関する条例の一部を改正する条例 

 宮代町ひとり親家庭等の医療費の支給に関する条例（平成４年宮代町条例第２０

号）の一部を次のように改正する。 

 第２条第３項中「及び児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）」を「、

児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第６条の２第８項に規定する小

規模住居型児童養育事業を行う者及び同法」に改める。 

 第３条第２項第４号を次のように改める。 

（４）児童福祉法第６条の２第８項に規定する小規模住居型児童養育事業を行う者

又は同法第６条の３に規定する里親に委託されている者 

   附 則 

この条例は、公布の日から施行し、改正後の宮代町ひとり親家庭等の医療費の支

給に関する条例の規定は、平成２１年４月１日から適用する。 

  

  



 ２６  

議案第３７号 

宮代町重度心身障害者医療費支給に関する条例の一部を改正する条例につい

  て 

宮代町重度心身障害者医療費支給に関する条例の一部を改正する条例を別紙のと

おり提出する。 

平成２１年 ５ 月２８日提出 

宮代町長 榊 原 一 雄 

 

 

提 案 理 由 

児童福祉法の改正等に伴い、宮代町重度心身障害者医療費支給に関する条例の一

部を改正したいので、地方自治法第９６条第１項第１号の規定により、この案を提

出するものである。 

 

 

 



 ２７  

宮代町重度心身障害者医療費支給に関する条例の一部を改正する条例 

宮代町重度心身障害者医療費支給に関する条例（昭和５０年宮代町条例第１０

号）の一部を次のように改正する。 

第２条第１項第３号中「６５歳以上の者」を「６５歳以上７５歳未満の者」に、

「受けたもの」を「受けているもの」に改め、同号の次に次の１号を加える。 

（４）７５歳以上の者であって、高齢者の医療の確保に関する法律施行令

別表に定める程度の障害の状態にある旨の町長の認定を受けているも

の 

第３条第２項第３号中「児童福祉法」の次に「第６条の２第８項に規定する小規

模住居型児童養育事業を実施する者及び同法」を加える。 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行し、改正後の第３条第２項第３号の規定は、平成

２１年４月１日から適用する。 

 

 



 ２８  

議案第３８号 

宮代町ホームヘルプサービス手数料条例の一部を改正する条例について 

宮代町ホームヘルプサービス手数料条例の一部を改正する条例を別紙のとおり提

出する。 

平成２１年 ５ 月２８日提出 

宮代町長 榊 原 一 雄 

 

 

提 案 理 由 

難病患者等居宅生活支援事業の対象となる厚生労働科学研究難治性疾患克服研究

事業の対象疾患が改正されたこと等に伴い、宮代町ホームヘルプサービス手数料条

例の一部を改正したいので、地方自治法第９６条第１項第１号の規定により、この

案を提出するものである。 

 



 ２９  

宮代町ホームヘルプサービス手数料条例の一部を改正する条例 

宮代町ホームヘルプサービス手数料条例（平成８年宮代町条例第３号）の一部を

次のように改正する。 

第２条第１号を次のように改め、同条第３号中「（平成９年法律第１２３号）」を

削る。 

（１）厚生労働省の厚生労働科学研究難治性疾患克服研究事業（平成２１年３月２

７日付け健疾発第０３２７００１号厚生労働省健康局疾病対策課長通知）の対

象疾患患者及び関節リウマチ患者で、在宅で療養が可能な程度に病状が安定し

ていると医師によって判断された者のうち、老人福祉法（昭和３８年法律第１

３３号）、介護保険法（平成９年法律第１２３号）又は障害者自立支援法（平

成１７年法律第１２３号）の施策の対象とならないもの 

附 則 

この条例は、公布の日から施行し、改正後の宮代町ホームヘルプサービス手数料

条例の規定は、平成２１年４月１日から適用する。 

 

 



 ３０  

議案第３９号 

宮代町介護保険事業運営協議会条例の一部を改正する条例について 

宮代町介護保険事業運営協議会条例の一部を改正する条例を別紙のとおり提出す

る。 

平成２１年 ５ 月２８日提出 

宮代町長 榊 原 一 雄 

 

 

提 案 理 由 

介護保険法、及び老人福祉法の一部を改正する法律の施行に伴い、宮代町介護保

険事業運営協議会条例に引用している条項等を整理する必要が生じたため、地方自

治法第９６条第１項第１号の規定により、この案を提出するものである。 

 



 ３１  

宮代町介護保険事業運営協議会条例の一部を改正する条例 

宮代町介護保険事業運営協議会条例(平成１７年宮代町条例第３６号)の一部を次

のように改正する。 

第１条中「第１１５条の３９第１項」を「第１１５条の４５第１項」に改める。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

 

 



 ３２  

議案第４０号 

人権擁護委員の候補者の推薦につき意見を求めることについて 

次の者を人権擁護委員の候補者として推薦することについて意見を求める。 

１ 住  所  埼玉県南埼玉郡宮代町百間３丁目８番２１号 

２ 氏  名  戸 田 加 代 子 

３ 生年月日  昭和１８年１２月２１日 

平成２１年 ５ 月２８日提出 

宮代町長 榊 原 一 雄 

 

 

      提 案 理 由 

現人権擁護委員である戸田加代子氏を引き続き人権擁護委員に推薦したいので、

人権擁護委員法第６条第３項の規定により、この案を提出するものである。 

 

 



 ３３  

議案第４１号 

町道路線の認定について 

次のとおり町道路線を認定することについて議決を求める。 

平成２１年 ５ 月２８日提出 

宮代町長 榊 原 一 雄 

 

起   点 整理

番号 
路 線 名 

終   点 

重要な 

経過地 

宮代町字東５７番１地先 
１ 第２５９号線 

宮代町字東１０１５番２地先 
 

宮代町字東２０２番１地先 
２ 第２６８号線 

宮代町字東２６２番５地先 
 

宮代町字東５番１地先 
３ 第１５０７号線 

宮代町字東１０８２番地先 
 

宮代町字東２９４番１地先 
４ 第１５５１号線 

宮代町字東２９６番１地先 
 

宮代町字中島１番１地先 
５ 第１５５２号線 

宮代町字道仏２６９番１地先 
 

宮代町字道仏３８９番２地先 
６ 第１５５３号線 

宮代町宮代２丁目２５３番１地先 

 

 

宮代町大字和戸１３７０番１地先 
７ 第１５５４号線 

宮代町大字和戸１３９０番地先 

 

 

 

      提 案 理 由 

町道第２５９号線の完成に伴い町道路線を再編するものと、道仏土地区画整理地

内を通る都市計画道路新橋通り線へ旧県道蓮田杉戸線から直接アクセスする道路が

完成するため路線の変更に伴い認定するものである。また、既認定路線において路

線番号が重複している路線があるため、路線番号の変更をしたいので、道路法第８

条第２項の規定により、この案を提出するものである。 

 



 ３４  

議案第４２号 

町道路線の廃止について 

次のとおり町道路線を廃止することについて議決を求める。 

平成２１年 ５ 月２８日提出 

宮代町長 榊 原 一 雄 

 

起   点 整理

番号 
路 線 名 

終   点 

重要な 

経過地 

宮代町字東５番地先 
１ 第２５９号線 

宮代町字東１０１５番地先 
 

宮代町字東２０２番地先 
２ 第２６８号線 

宮代町字東２９６番１地先 
 

宮代町字東２９５番２地先 
３ 第１５０７号線 

宮代町字東１０８４番１地先 
 

宮代町大字和戸１３７０番１地先 
４ 第１５４７号線 

宮代町大字和戸１３９０番地先 
 

宮代町字中島１番地先 
５ 第１５４８号線 

宮代町字道仏３８９番地先 
 

 

 

      提 案 理 由 

 町道第２５９号線の完成に伴い町道路線を再編するものと、道仏土地区画整理地

内を通る都市計画道路新橋通り線へ旧県道蓮田杉戸線から直接アクセスする道路が

完成するため路線の変更に伴い廃止するものである。また、既認定路線において路

線番号が重複している路線があり、路線番号を変更したいので、道路法第１０条第

３項の規定により、この案を提出するものである。 

 



 ３５  

議案第４３号 

平成２１年度宮代町一般会計補正予算（第１号）について 

平成２１年度宮代町一般会計補正予算（第１号）を別冊のとおり提出する。 

平成２１年 ５ 月２８日提出 

宮代町長 榊 原 一 雄 

 

 

提 案 理 由 

国の経済対策による雇用創出事業の実施並びに妊婦健康診査の拡大、道仏地区土

地区画整理事業に対するまちづくり交付金の内示等により、平成２１年度宮代町一

般会計予算に３億７,４０７万３,０００円を増額し、総額を８３億７,０８７万

３,０００円とすることについて、地方自治法第２１８条第１項の規定により、こ

の案を提出するものである。 

 

 



 ３６  

議案第４４号 

平成２１年度宮代町介護保険特別会計補正予算（第１号）について 

平成２１年度宮代町介護保険特別会計補正予算（第１号）を別冊のとおり提出す

る。 

平成２１年 ５ 月２８日提出 

宮代町長 榊 原 一 雄 

 

 

提 案 理 由 

宮代町介護従事者処遇改善臨時特例基金の取り崩しに係る補正等に伴い、平成

２１年度宮代町介護保険特別会計予算に７９万１,０００円を増額し、総額を

１６億１,８６６万９,０００円とすることについて、地方自治法第２１８条第１項

の規定により、この案を提出するものである。 

 

 

 


